添付資料：実証申請書フォーム
申請者は以下の申請書を提出する。製品にシリーズがある場合でも、実証する製品についてのみ記載すること。なお、同一申請書に複数の技術は記載せず、技術種類ごとに申請書を分けて提出すること。
実証単位（Ａ）では可能な限り実証単位（Ｃ）の試験を併せて実施することとなっておりますので、以下の実証単位（Ｃ）の注意書きの項目についても記載してください。
※「追加実証」について
　すでに環境技術実証事業で実証試験を行った実証対象技術で、その後技術の改良、変更等があった場合は、その改良、変更の部分だけを再度試験することもできます。
【申請者】
	申請企業名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	ウェブサイトアドレスhttp://

	住　所
	〒

	担当者所属・氏名
	

	連絡先
	TEL：　　　　　　　　　　　FAX：

	
	e-mail：

	実証単位
	

	実証対象製品名・型番
	

	技術開発企業名
（実証申請企業と異なる場合に記載）
	


1. 実証対象技術の概要
	技術の概要
注1) 実証単位（Ａ）、（Ｃ）では、技術の概要を簡単に記載してください。また、システムの設置場所（住所、地図）、システムの全体説明図、システムの配置図などの図をできるだけ添付してください。
注2) 実証単位（Ｂ）では、ヒートポンプの種類、主要な仕様を記載してください。


	特徴・長所・セールスポイント



2. 計測器等の設置状況
	注1) 実証単位（Ａ）の場合
・実証単位（Ａ）では、システムのタイプにより必要な計測器の種類や設置位置などが異なります。実証要領のp.21～p.30をご参照下さい。
・既設の計測器があれば、その設置位置、種類、精度などが分かる図、表などを添付してください。
・必要な計測器が設置されていない場合は、想定される設置位置、計測器の種類、設置する位置の管径などのアイデアがあれば、その図などを添付してください。
・計測器の精度は注4)をご覧ください。
注2) 実証単位（Ｂ）の場合
・使用を希望される自社の試験設備、または借用を希望される他機関の試験設備があれば、その試験設備の図、能力、計測器の位置や精度などの図を添付してください。
・計測器の精度は注4)をご覧ください。
注3) 実証単位（Ｃ）の場合
・既設のまたは設置予定の計測器があれば、図などを添付してください。
注4) 計測器の精度規定
・計測器の精度規定が実証要領のp.47にありますのでご参照ください。
・なお、既設の計測器の精度がこの精度規定を満たさない場合は、対応策は別途ご相談いたします。



3. 自社による試験結果

自社による試験結果があれば記入してください。また差支えなければ、その試験結果報告書などを添付してください。
実証単位（Ａ）においては、サーマルレスポンス試験の既存データがあれば、その概要を記入してください。その試験報告書が添付できる場合は添付してください。
	項目
	測定値等
	備考

	システムエネルギー効率[-]
	
	・測定責任者名、測定者・企業名
・測定期間
・測定条件の概要　等


	システム
消費電力[W]
	
	同上


	・・・
	
	同上



4. 技術仕様
実証単位（Ａ）では、ヒートポンプ、循環ポンプ、地中熱交換部、熱交換器、室内機等の仕様書、カタログなどがあれば、添付してください。
実証単位（Ｂ）では、ヒートポンプの詳細仕様書、カタログなどを添付してください。
実証単位（Ｃ）では、地中熱交換井の仕様、Ｕ字管など熱媒循環部の仕様、熱媒の仕様などの仕様書、カタログなどがあれば、添付してください。
5. コスト概算　製品価格、施工費等

	項目
	記入欄

	ヒートポンプ
	費目
	単価
	数量
	計

	
	イニシャルコスト
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	

	熱交換部
	費目
	単価
	数量
	計

	
	イニシャルコスト
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	

	その他
	費目
	単価
	数量
	計

	
	イニシャルコスト
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	

	備考
	


6. 開発状況・納入実績
	もっとも近い番号に○をつけてください。
１．既に製品化しており、製品として出荷できる。
２．納入実績がある。
納入システムの概要（システム構成、規模、主な適用対象建物、地域等）。



7. 技術の先進性について
	特許・実用新案等の出願・取得状況、論文発表、受賞歴等。特に特許については、特許番号、現在の特許権者とその持分を明記。



8. 地中及び周辺環境への影響について
	地中環境及び地上の周辺環境に対する熱的影響、騒音、振動等の影響。施工時及び運用時に関する影響を明記。



9. その他（特記すべき事項、実証機関が要求する事項等）
	


10. 本申請書に添付する書類
· 構成機器の仕様、設備構成図等、実証対象製品の内容がわかるもの
· 施工マニュアル
� 表中には、実証単位を「(A)システム全体」とした例を示す。


� 表中には、実証単位を「(A)システム全体」とした例を示す。
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